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8 ※合併協議会だよりは環境保護のため再生紙を使用しています。

アンケート方式による

　　　　　住民意向調査に協力を！

６町村に住む18歳以上の方すべてが対象です。

　平成14年３月１日を予定しています。（郵便事情により多少前後する場合がありますが、

ご了承願います。）

住民意向調査票の発送

回答締め切り日

　平成14年３月11日（月）までに、お近くの郵便ポストに投函願います。（切手不要）

　八田村、白根町、芦安村、若草町、櫛形町、甲西町の町村合併に対する

賛否の判断は、１月に全戸配布する「新市将来構想」　　　　及び「合併

に関する協議結果」を参考にしてください。

　また、１月下旬より全37ヶ所で「住民説明会」を開催しますので、お近く

の会場に参加してください。（日程等は、７ページをご覧ください。）

概要版

　各町村役場の窓口にも用意しておきますので、２月中旬になってもお手元に

届かない場合は、恐れ入りますが役場までお越しください。

住民意向調査票の主な内容

合併協議会
委員の変更

　甲西町議会議員の改選により、合併協議会委員の変更がありましたのでお知らせします。

町村

甲西町

〃

区　　分

２号委員（議会議長）

３号委員（議会選出）

新　委　員

入　倉　善　文

村　松　文　男

旧　委　員

小　川　和　茂

高　石　鷹　雄

変更年月日

平成13年10月25日

〃

１．　 必要だと思う

２．　 どちらかといえば必要だと思う

３．　 あまり必要だと思わない

４．　 必要ないと思う

５．　 わからない

１．　 賛成である

２．　 どちらかといえば賛成である

３．　 どちらともいえない

４．　 どちらかといえば反対である

５．　 反対である

６．　 わからない

（次の中からひとつに○をつけてください）（次の中からひとつに○をつけてください）

　現在、県内外の各地で市町村合併について

の協議が盛んに行われていますが、あなたは

市町村合併が必要だと思いますか。

　あなたは八田村、白根町、芦安村、若草町、

櫛形町、甲西町の６町村の合併についてどう

思いますか。
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合併協議項目及び新市将来構想を承認

　平成13年11月22日（木）、白根桃源文化会館において、

第９回合併協議会を開催し、各小委員会で協議を行っ

た合併に関する協議項目と新市将来構想等の審議が行

われ、全会一致で承認されました。

　合併に関する協議項目は全59項目で、５つの小委員

会に分かれて今年４月より協議してきました。そのう

ちの15項目については、７月の第８回合併協議会にお

いて既に承認されていましたが、今回の合併協議会で

は残り44項目について承認されました。

　新市将来構想は、各町村の首長及び議長等で構成さ

れた新市将来構想策定小委員会において原案を作成し

ました。合併協議会において一部修正が加えられまし

たが、ほぼ原案どおり承認されました。

　また、18歳以上の全住民を対象にした住民意向調査

（アンケート方式）の実施要領（詳細は８ページに掲

載）と、これらに伴う補正予算（22,800,000円）につ

いても承認されました。

　今後、合併協議会では、来年５月に予定している「合

併の是非」について協議を行うため、あらゆる機会を

通じて、より多くの住民の皆様の声を参考にさせてい

ただきます。住民の皆様の判断材料として、今回の合

併協議会で承認を受けた計59項目の「合併に関する協

議結果」と「新市将来構想」の概要版を、来年１月中

に各町村を通じて全戸配布いたします。また、各町村

と合併協議会の共催で、住民説明会（日程等は７ペー

ジに掲載）を１月末から全37ヶ所で行いますので、皆様

の説明会への参加と住民意向調査へのご協力をお願い

します。

概要版等を来年１月に全戸配布

合併協議会だよりNo.6

2

合併協議会だより No.6

3

市町村合併に関する
         59項目の協議結果

総務・企画・議会関係

１　一部事務組合の取扱いに関すること。

　一部事務組合の取扱いについては、次のとおりとす

る。

(１)６町村内で構成している一部事務組合（白根町  

　八田村学校給食組合、峡西広域行政事務組合、野呂

　川水道企業団）については解散し、新市の事業部門

　に編入する。

(２)６町村以外の公共団体と構成している一部事務組

　合については、合併の前日をもって当該組合から脱

　退し、新市として合併期日に当該組合に加入する。

　　なお、中巨摩地区広域事務組合、三郡衛生組合の

　共同処理内容は現行のまま新市に移行する。

２　町村内の町名・字名の取扱いに関すること。

　町名・字名の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)芦安村については、大字の設定区域は現行のとお

　りとし、大字名の前に「芦安」を付する。

(２)八田村、白根町、若草町、櫛形町、甲西町につい

　ては、大字は現行のとおりとし、現町村名は付さな

　い。

（付帯事項）

　　支所、消防組織等に、現町村名を付する。

３　公共的団体等の取扱いに関すること。

　公共的団体等の取扱いについては、現状のまま新市

に移行することを基本とし、必要に応じて連合会方式

を採用する中で、一本化できるものについては、合併

後も含めて統合を図る。

４　支所・出先機関の取扱いに関すること。

　支所・出先機関の取扱いについては、現役場庁舎を

支所として活用し、出先機関は現行のとおりとする。

５　慣行（町村章、憲章等）の取扱いに関すること。

　慣行（町村章、憲章等）の取扱いについては、現行

町村のものを踏まえながら、市制施行後、広く意見を

聞く中で新たに制定する。

６　行政連絡機構の取扱いに関すること。

　行政連絡機構の取扱いについては、現状のまま移行

し、必要に応じて中間的な連絡組織を設ける。

７　特別職（各種行政委員会の委員を含む。）及び各

　種附属機関の委員等の身分の取扱いに関すること。

　特別職(各種行政委員会の委員を含む。)及び各種附

属機関の委員等の身分の取扱いについては、法令等に

定めがあるものを除き、任意に設置するものについて

新市建設計画に明記する。

８　財産、公の施設の取扱いに関すること。

　財産、公の施設の取扱いについては、現状のまま新

市に引き継ぐ。

（付帯事項）

　　芦安村の山小屋の件については、村からの具体的

　な提示案を後日確認する。

９　消防団の取扱いに関すること。

　消防団の取扱いについては、現状を基本に新市に引

き継ぎ統合する。新市の消防団の組織体制、報酬手当

等は地域の特殊事情によるものを除き、統一すること

を基本に関係者の協議調整を踏まえて決定する。

　また、個々の事業計画については、現状を基本に新

市の消防計画を策定する際、必要に応じ調整する。

10　地方税の取扱いに関すること。

　地方税の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)市民税の納期については、八田村、白根町、芦安

　村、櫛形町の例によることとし、法人税割の税率は、

　13.1％とする。

(２)固定資産税の納期については、白根町の例による。

(３)軽自動車税の納期は、八田村、白根町、若草町、

　櫛形町、甲西町の例による。

11　友好都市、姉妹都市、国際交流の取扱いに関する

　こと。

　友好都市、姉妹都市、国際交流については、協議中

のものも含め、現行のとおり新市に引き継ぐ。

12　出資団体等の取扱いに関すること。

  出資団体等の取扱いについては、現状のまま新市に

引き継ぎ、同種のものについては新市施行後、関係者

との協議の中で統合等を検討する。

13　議会議員の定数及び任期の取扱いに関すること。

　議会議員の定数及び任期については、市町村の合併

の特例に関する法律第７条を適用することとし、在任

期間については新市建設計画等に明記する。

14　使用料及び手数料（総務・企画・議会関係）の取

　扱いに関すること。

　使用料及び手数料については、現行のとおり新市に

移行する。

15　補助金（総務・企画・議会関係）の取扱いに関す

　ること。

　補助金の取扱いについては、現状のまま新市に移行

し、新市において見直しを行う中で必要に応じ調整す

る。

１　農林基盤整備事業の受益者負担の取扱いに関する

　こと。

　農林基盤整備事業の受益者負担金の取扱いについて

は、継続事業は現行の負担率で引き継ぎ、新規事業は

事業採択時に新市において調整することとし、調整方

針は次のとおりとする。（広域農道等幹線道路は除く。）

(１)災害復旧事業の農地･･････工事費に対し補助残の  

　　　　　　　　　　　　　　25％

(２)県単土地改良事業････････工事費に対し５％

(３)その他の土地改良事業････工事費に対し補助残の

　　　　　　　　　　　　　　10％

２　農業委員会委員の定数及び任期の取扱いに関する

　こと。

　農業委員会の選挙による委員については、市町村の

合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を

適用し、合併後１年以内の間において、引き続き新市

の農業委員会の選挙による委員として在任することと

し、在任期間は新市建設計画等に明記する。ただし、

定数は町村ごとに次の数を上回らないものとする。

八田村　10名　　　白根町　17名　　　芦安村　10名

若草町　13名　　　櫛形町　16名　　　甲西町　14名

３　農林業振興の一体的取扱いに関すること。

　農林業振興の一体的取扱いについては、次のとおり

とする。

(１)若草町で実施している「転作特別奨励金」につい

　ては、新市における転作面積の配分方法と併せて検

　討する。

(２)農振農用地区域については現行のとおり移行し、

　新市において策定する「農業振興地域整備計画」と

　併せて調整する。

(３)農業経営基盤強化については、新市において、「農

　業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」及

　び「地域農業マスタープラン」を策定する。

　　また、継続的事業については、新市に引き継ぐ。

(４)遊休農地保全対策については、新市において検討

　協議会等を設置して新たな施策を定める。

(５)農業後継者育成資金の貸付については、当面有利

　な融資条件に合わせることとし、新市施行後、新た

　な基準を検討する。

(６)森林整備計画については、地域の実情を踏まえる

　中で、新市の計画を策定する。

４　農林土木事業の取扱いに関すること。

　農林土木事業の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)土地改良事業にかかる単独補助については、合併

　時に廃止し新市において新たに検討する。

(２)土地改良事業の継続事業については、現行の補助

　率で新市に引き継ぎ、新規事業の補助率は事業採択

　時に新市において調整する。

(３)農道及び林道については、現状のまま新市に引き継ぐ。

５　商工観光事業（各種イベント等）の取扱いに関すること。

　基本的には現状のまま継続することとし、拡大あるい

は一本化すべきものについては、新市において調整する。

６　商工業・観光振興に関すること。

　商工業・観光振興の取扱いについては、次のとおり

とする。

(１)商工会については一本化を図り、新市全域にかか

　る統合組織を設置する。

(２)合併後速やかに新市の観光協会を設置し、観光振

　興の強化を図る。

(３)小規模企業者の貸付資金については現行制度を維

　持することとし、勤労者に対する貸付資金について

　は、白根町の例により新市全域を対象とする。

(４)商工業振興にかかる継続中の事業は新市に引き継

　ぐ。また、新市の商工業振興計画を策定し統一的な

　振興を図る。

産 業 ・ 経 済 関 係
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建 設 関 係

１　都市計画の取扱いに関すること。

　現在継続中の事業や都市計画用途地域などについて

は、現行のとおり新市に引き継ぎ、都市計画マスター

プランについては、各町村の基本理念に基づいて、新

市において策定する。

２　道路・河川・公園等の一体的整備の取扱いに関す

　ること。

　道路・河川・公園等の一体的整備の取扱いについて

は、次のとおりとする。

(１)継続中の事業については、現状のまま新市に引き

　継ぐ。

(２)各事業の整備計画等については、各町村の基本理

　念に基づき、新市の総合計画等の中で調整する。

　　また、事業の執行に当たっては、整備率など地域

　バランスに考慮した整備を図る。

(３)公園の整備・管理については、新市において所轄

　部署の一元化を図る。

３　建設・建築事業の取扱いに関すること。

　建設・建築事業の取扱いについては、次のとおりと

する。

(１)道路、水路、継続中の事業等については、現状の

　まま新市に引き継ぐ。

(２)河川清掃等の報償金、助成金については、現状の

　まま新市に引き継ぎ、各地域の実情を踏まえる中で

　基準の見直しを検討する。

(３)水防計画については、各町村の現行水防計画や各

　地域の実情を踏まえる中で、新市としての水防計画

　を策定する。

４　公営住宅の取扱いに関すること。

　現状のまま新市に引き継ぎ、「負担の公平性」の基

本原則に基づき、必要に応じて調整する。

５　上水道、簡易水道、小規模水道の取扱いに関する

　こと。

　上水道等については、現行の各事業会計を新市に移

行し管理体制を一元化する。また、新市の水道整備計

画を策定し住民生活に支障のないよう調整しながら一

本化を図る。

６　公共下水道の取扱いに関すること。

　基本的には現状のまま新市に引き継ぎ、使用料や助

成制度などはできるだけ統一し、住民の負担増となら

ないよう可能な限り調整する。

７　農業集落排水事業の取扱いに関すること。

　芦安村だけで実施している本事業については、現状

のまま新市に引き継ぐ。

８　合併処理浄化槽の取扱いに関すること。

　現状のまま新市に引き継ぐ。

９　使用料及び手数料（建設関係）の取扱いに関する

　こと。

　使用料及び手数料の取扱いについては、次のとおり

とする。

(１)公共下水道料金については、県の指導基準を基に

　統一する。

(２)その他の使用料及び手数料については、現行のと

　おり新市に移行する。

10 補助金（建設関係）の取扱いに関すること。

　補助金の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)花壇生垣推進に関する補助金については、全市を

　対象とし水準の高い甲西町の例による。

(２)水洗便所設置費補助金については、全市を対象と

　し水準の高い白根町及び櫛形町の例による。

(３)その他については、現状のまま新市に移行し必要

　に応じて調整する。

７　温泉、保養施設の取扱いに関すること。

　現状のまま移行し新市において適宜見直し・検討を

図る。

８　使用料及び手数料（産業・経済関係）の取扱いに

　関すること。

　使用料及び手数料の取扱いについては、現行のまま

移行し、新市において必要に応じ見直しを図る。

９　補助金（産業・経済関係）の取扱いに関すること。

　補助金の取扱いについては、現状のまま新市に移行

し、必要に応じて見直しを図る。

住 民 関 係

１　戸籍、住民基本台帳、諸証明、窓口業務の取扱い

　に関すること。

　サービス水準の低下とならないよう、窓口業務の取

扱い時間の延長を継続し、合併後は、カード制の統一

実施と従来からの窓口対応の併用方式とする。

２　国民健康保険の取扱いに関すること。

　国民健康保険の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)国民健康保険の税率については、基金の有効活用

　などにより、住民の負担増とならないよう努める。

(２)基金については、合併後の運営に支障のない範囲

　でそれぞれ持ち寄る。

(３)成人病検診補助については、サービス水準の高い

　白根町の例による。

３　各種年金の取扱いに関すること。

　取扱い業務、受給相談は、現行のとおり新市に引き

継ぐ。

４　介護保険の取扱いに関すること。

　介護保険の取扱いについては、サービス水準に格差

のあるものは高い方に統一する。

５　児童福祉の取扱いに関すること。

　児童福祉の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)国・県が定める制度については、現行の実施方法

　を調整し、新市として実施する。

(２)各町村が独自で実施している事業については、サ

　ービス低下とならないよう、新市全体に拡大し実施

　する。

(３)児童虐待問題については、児童福祉法に従い、児

　童の健全育成及び保護に努める。

６　高齢者福祉の取扱いに関すること。

　高齢者福祉の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)国・県が定める制度については、現行の実施方法

　を調整し、新市として実施する。

(２)各町村が独自で実施している事業については、サ

　ービス低下とならないよう、新市全体に拡大して実

　施する。

(３)高齢者祝い金については、80～89歳は7,000円、

　90～99歳は10,000円、100歳以上は100,000円とし、

　100歳時に給付する祝い金等は300,000円とする。

７　社会福祉の取扱いに関すること。

　社会福祉の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)国・県が定める制度については、現行の実施方法

　を調整し、新市として実施する。

(２)各町村が独自で実施している事業については、サ

　ービス低下とならないよう、新市全体に拡大し実施

　する。

８　保育事業の取扱いに関すること。

　保育事業の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)サービス内容に差異があるものについては、現行

　の水準が低下しない範囲で統一化を図る。

(２)保育園の設置や通園区域は、現状のまま新市に引

　き継ぐ。

９　社会福祉協議会の取扱いに関すること。

　社会福祉協議会の取扱いについては、制度の趣旨を

踏まえる中で、効率的・効果的な組織体制に統合する。

会費は八田村、白根町、芦安村の例によることとし、

サービス内容の充実を図る。

10　廃棄物・し尿処理の取扱いに関すること。

　廃棄物・し尿処理の取扱いについては、当面現行の

まま移行することとし、廃棄物処理については、合併

後新市において、可能な限り速やかに一本化及び施設

整備等についての検討を進める。また、住民参加を図

る中で、新市の一般廃棄物処理計画を策定し、適切な

収集業務を行う。

 

11　使用料及び手数料（住民関係）の取扱いに関すること。

　使用料及び手数料の取扱いについては、次のとおり

とする。

(１)住民票の謄本に関する証明手数料については、白

　根町、櫛形町の例による。

(２)その他については、現行どおりとする。

12　補助金（住民関係）の取扱いに関すること。

　補助金の取扱いについては、現状のまま新市に移行し、

新市において見直しを行う中で必要に応じ調整する。

13　火葬場の取扱いに関すること。

　火葬場については、八田村、白根町、芦安村が三郡

衛生組合に参入する方向で調整に努める。調整の具体

的な方針については、総務・企画・議会小委員会の決

定に委ねる。

合併協議会だよりNo.6

6

合併協議会だより No.6

7

教 育 関 係

１　学校教育の取扱いに関すること。

　学校教育の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)小中学校の施設整備については、新市において策

　定する学校施設整備計画に基づき推進を図ることと

　し、策定の基本方針は次による。

　・耐震等の危険状況、建築年次を考慮した事業執行とする。

　・危険状況等が同レベルの場合は、校舎優先を原則とする。

　・災害時等の避難場所として使用される施設につい

　　て考慮する。

(２)若草町及び櫛形町の一部地域で実施している通学

　助成、芦安村の「チロル学園」については、現状の

　まま新市に引き継ぐ。

２　学校給食の取扱いに関すること。

　学校給食の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)調理方式については、当面、各学校ごとに現状の

　とおりとし、合併後の新市において、施設設備の更

　新を視野に入れ、関係者等の意見を踏まえる中で統

　一化を検討する。

(２)給食費については、小学校、中学校それぞれ低い

　額に統一する。

(３)給食費等の会計処理については、新市の歳入歳出

　予算に計上し処理する。

３　小中学校等の通学区域の取扱いに関すること。

　通学区域の取扱いについては、当面現行のままとす

るが、区域境の地域については、弾力的運用に努める。

　また、児童生徒数の動向を踏まえ、新市において速

やかに各学校の適正規模、適正配置の検討と合わせて

通学区域の見直しを行う。

４　生涯学習の取扱いに関すること。

　生涯学習の各講座については、現行のとおり新市に

引き継ぎ、一本化できるものについては適宜調整する。

生涯学習センター（公民館等）事業は、合併後の新市

全域を対象とし充実を図る。

５　育英事業の取扱いに関すること。

　育英事業の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)育英事業については、新市において新たな制度の

　構築を検討する。

(２)芦安村における育英事業については、現行のまま

　新市に引き継ぐ。

６　町単・村単教員の取扱いに関すること。

　教育水準が低下しないよう現状を継続することを原

則とするが、新市においては将来的な方向を見据え統

一した基準を設ける。

７　各種スポーツ大会の取扱いに関すること。

　現在各町村で行っている各種スポーツ大会は原則と

して継続するが、一本化できるもの、全体で実施した

方が効果的なものを新市において見直し検討を図る。

８　体育施設の取扱いに関すること。

　体育・スポーツ施設については、学校施設開放も含

め、利用時間などサービス内容を調整のうえ継続実施

することとし、新市においては施設を気軽に使用でき

るシステムなどについて検討する。

９　体育指導委員の取扱いに関すること。

　現行水準が低下しないよう激減緩和措置等を視野に

入れながら調整を図る。

10　使用料及び手数料（教育関係）の取扱いに関すること。

　使用料及び手数料の取扱いについては、次のとおり

とする。

(１)社会教育施設、社会体育施設の使用料については、

　現行のまま移行し新市において統一した算定方式等

　により設定できるよう速やかに調整を図る。

(２)使用料の免除規定については、類似施設で相違の

　ないよう合併までに統一した基準等を定める。

(３)手数料については、現行のとおりとする。

11　補助金（教育関係）の取扱いに関すること。

　補助金の取扱いについては、現状のまま新市に移行し、

新市において見直し等を行う際に、必要に応じ調整する。

12　体育協会の取扱いに関すること。

　体育協会の取扱いについては、次のとおりとする。

(１)新市の体育協会を設置し、町村の体育協会は各地

　区体育協会とし新市体育協会の加盟団体とする。

(２)新市体育協会の会費等は、事業等と併せて新市体

　育協会において検討することとし、各地区体育協会

　の会費等の取扱いについては、各地区体育協会（現

　町村体育協会）に一任する。

(３)地区体育協会等加盟団体への助成は、均等割、会

　員数及び事業等を考慮する中で、新市体育協会にお

　いて検討する。

※　該当日に都合がつかない場合は、同じ町村内のいずれかの会場に参加してください。

日

28

29

30

31

１

４

５

６

７

８

９

12

15

18

19

20

21

22

25

26

27

28

曜日

月

火

水

木

金

月

火

水

木

金

土

火

金

月

火

水

木

金

月

火

水

木

町村

櫛形町

櫛形町

櫛形町

八田村

櫛形町

八田村

櫛形町

甲西町

八田村

甲西町

八田村

若草町

八田村

若草町

甲西町

八田村

若草町

甲西町

甲西町

芦安村

甲西町

甲西町

白根町

若草町

白根町

若草町

甲西町

白根町

若草町

白根町

若草町

白根町

若草町

白根町

白根町

白根町

白根町

地区割等

小 笠 原

北 地 区

西 地 区

六 科

豊 地 区

野 牛 島

山 寺

大 井 １

上 高 砂

大 井 ２

下 高 砂

下 今 井

徳 永

上 村

落 合 １

榎 原

下 村

落 合 ２

五 明 １

全 村

五 明 ２

南 湖 １

飯 野

寺 部

在 家 塚

十日市場

南 湖 ２

百 々

加 賀 美

今 諏 訪

藤 田

有 野

浅 原

西 野

上 八 田

飯 丘

源 西 区

　　場　　　所

中央公民館

北地区農村改善センター

西地区農村改善センター

六科集落センター

働く婦人の家

野牛島集落センター

山寺公会堂

江原公会堂

上高砂集落センター

農村センター

下高砂集落センター

下今井集落センター

徳永集落センター

鏡中条公民館

ＪＡ落合支所

榎原集落センター

鏡中条公民館

本清寺

ＪＡ五明支所

ふれあい館

宮沢公会堂

報徳館

桃源文化会館

寺部公民館

はーとふるセンター

十日市場公会堂

東南湖公民館

ＪＡふれあいフルーツセンター

加賀美公民館

今諏訪集落センター

藤田集落センター

有野総合技術管理センター

浅原集落センター

ＪＡ西野支所

上八田公民館

飯野新田営農センター

源西区公民館

時　　間 　　　　対　　　象　　　区

小笠原

桃園・上宮地・曲輪田

高尾・平岡・あやめが丘・上野・中野・

上市之瀬・下市之瀬

上今井・東吉田・西吉田・十五所・沢登

山寺

下宮地・江原

鮎沢・古市場

東落合・西落合・西新居・川上・神の木

芦原

秋山・湯沢・塚原

荊沢・大師

清水・宮沢・戸田

田島・西南湖・和泉・天神

飯野１～11区

在家塚１～５区

東南湖

百々１～12区

今諏訪１～６区

源１区・源３区

西野１～６区

上八田１～５区

飯丘１～４区

源２区

月

１
　
月

２
　
月

１月下旬から全37ヶ所で
　　　　　　　住民説明会を開催します

19:30～21:00

19:30～21:00

13:30～15:00


